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故松浦寛教授を偲んで
中村　義幸＊
　2009（平成21年）年7月16日、松浦寛教授が
逝った。国内だけでも年間34万人ものかけがえ
の無い命を無残に奪い取る不治の病を発症してし
まったことがそもそも恨あしかったが、その後最
愛の洋子夫人の献身的な看護と最新治療の甲斐あっ
て幸いにも退院することができ、再び元気に隣の
研究室にも通って来られていただけに、突然の言卜
報は俄かには信じることができなかった。ご葬儀
に確かに参列はしたものの、隣の研究室の名札が
そのままだったこともあり、大学の研究室では平
素から毎日顔を合わせる生活ではないことも与っ
て、偶々在外研究などでご不在に過ぎず、その用
事が終れば何時かまたあの人懐っこい笑顔に出会
えるような気持ちが容易には抜けきれなかった。
しかし最近になり、次年度の準備のために名札が
取り外される現場を目撃するに及んで、遂に教授
ご逝去の辛い現実を否応無く受け入れざるを得な
くなってしまい、繰り返し底なしの喪失感に襲わ
れる。
　ところで、故松浦教授と私とは本学部創設の基
礎となった明治大学短期大学法律科に所属してい
たこと、本学部創設に共に関わりを持ち、最近ま
で共に執行部の構成員であったことなどのご縁で、
故松浦教授追悼の一文を依頼されたのであるが、
勿論快諾させて頂いた。そこで、この機会にあら
たあて故松浦教授のご経歴やご業績などをご紹介
し、故人を偲ぶ縁とする次第である。
　故松浦寛教授は、戦時下の1943年（昭和18年）
11月15日に東京台東区千束にてご誕生になり、
地元の小中学校を経て私立錦城高等学校をご卒業
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後、63年（昭和38年）4月に明治大学商学部商
学科にご入学、67年（昭和42年）3月に同学部
同学科を卒業された。私は偶々同年4月の法学部
入学のために教授とは入れ違いになったが、教授
は、その後のいわゆる大学紛争の先駆けとなり煉
原の火のように広がった学生による学費値上げ反
対闘争などを4年在学時に体験された世代という
ことになる。
　教授は大学卒業後から約3年ほど公認会計士二
次試験受験のため明治大学経理研究所特別会計研
究室に所属されていたが、70年（昭和45年）10
月からおよそ4年間は民間の信用組合経営情報室
に勤務され、室長代理などを勤あられた。大学教
師生活にとって民間会社・団体などでの勤務経験
の生かし方は、人それぞれであるが、教授には大
学というひとっの部分社会の体験しかない人に有
り勝ちな教条主義や夜郎自大な態度は全く見られ
ないどころかむしろ逆であったことは、衆目の一
致して認めるところであり、ご性格に加えて、こ
うした時代のご経験の賜物でもあろう。
　その後教授は学究の道を目指し、75年（昭和
50年）4月には明治大学大学院法学研究科民事
法学専攻修士課程に入学され、77年（昭和52年）
3月には当時の商法学の保住昭一法学部教授の指
導の下に『企業の活動範囲の限界』で法学修士の
学位を取得され、引き続き同年4月には同博士後
期課程に入学され、80年（昭和55年）3月に同
課程を単位取得満期退学になり、直ちに同年4月
明治大学短期大学法律科専任助手に就任された。
　その後の教授の学究生活を簡単に振り返ってみ
ると、82年（昭和57年）4月に同専任講師に昇
格して「商法」　（後に「企業組織法」などに改正）
を担当し、01年（平成13年）4月に同専任助教
授に昇格、04年（平成16年）4月には新設の情
報コミュニケーション学部専任助教授に移籍して
（短期大学専任助教授と兼籍）、主として「コー
ポレート・ガバナンスIH」などを担当し、07
年（平成19年）4月に現在の所属である情報コ
ミュニケーション学部専任教授に就任されたので
ある。
　教授の研究関心・研究分野の特徴にっいては、
公法学専攻の私には研究分野を異にするたあその
内容の評価にまで及ぶことは不可能である。もっ
とも、教授が民間会社に就職される直前の「八幡
製鉄政治献金事件最高裁判決」を巡っては、憲法
学など公法学の分野でも一般的に「法人の人権」
などのタイトルの下で賛否両論のさまざまな議論
が展開され始めており、このことが法律レベルで
の個別企業法上の新たな研究課題となるであろう
ことは当然に予測され期待されてもいたのである。
　教授は商学部から法学研究科に進んだ経歴を生
かすべく、こうした問題にっいて、『企業の活動
範囲の限界一会社の権利能力に関連して』の表題
を持っ修士論文で逸早く主要な論点をトレースし、
その後もこの最初の論文を基点として一貫して
「企業の社会的責任」や「コーポレート・ガバナ
ンス」を巡る諸問題を握って離さなかったのであ
る。80年代初期の「大規模企業とその法的規制」
や「株式会社の業務執行機関に関する一考察」な
ど、中期の「株式会社における業務執行権の制限
について」　（いずれも『短期大学紀要』に掲載）
などは、ドイッ（当時の西ドイッ）の企業法委員
会報告書や連邦裁判所判決などを素材に比較法的
分析を試みたものであり、学内外から更なる骨太
の研究の進捗が大いに期待されたものと思われる。
　ところで、私事に渡るが、私が短期大学法律科
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に行政法の専任講師として就任したのは、この中
期に当たる85年（昭和60年）4月であり、教授
は、専任講師陣の最年長者ということもあって法
律科・経済科を問わず当時の若手専任講師陣の中
の最も信頼できる兄貴分的存在であり、何かと中
心となって纏あ役を勤めておられたようにお見受
けした。私も運良く隣に研究室を与えられたこと
を幸いに、何事にも笑顔でアドバイスをして下さ
ることに甘えて松浦研究室を訪ねることが日課に
なったような時期すらあった。
　その後、教授は、87年（昭和62年）3月から
89年（平成元年）3月まで明治大学長期在外研
究員としてドイッ（当時の西ドイツ）のハンブル
ク大学に留学されたが、彼の地で自らにあまりに
厳しい比較法研究の課題を課し過ぎたせいであろ
うか、留学中にかなり体調を崩されたようであり、
帰国後には遠距離通勤も厭わずに洋子夫人のご実
家のある長野県中野市に転居され暫くは体力の回
復を最優先に努められたようである。
　さて、教授が、体力を回復されてわれわれの待
望久しかった復活を遂げられたのは90年代後半
から00年代初頭であった。教授には民間の経営
情報室勤務の経験があったことからワープロ使用
やパソコンの手習いなどは容易なことであったと
思われるが、私同様に初期のブームに馴染めずに
傍観していたようなところがあって、パソコン導
入が遅れていた。ところが、教授には、やはり
「江戸っ子」の血がそうさせるのか、決断したら
素早くしかも中途半端でなく徹底的にやらないと
済まないようなところがあった。
　長野県中野市への転居もあれよあれよと言う間
の新居を構えての転居であったが、いっの間にか
隣室の私がほとんど気付かない間に（00年10月
に短大学長に就任し、リバティータワー内の学部
長室での執務が増えたせいもあるが）、研究室の
片側の壁に向けて最新のパソコン機器が居並ぶ最
新の研究室を造り上げられたのには仰天した。こ
れほど短期間にゼロから研究棟内の研究室に瞬く
間に最高の情報環境を作り上げた例は皆無ではな
いかと推測している。しかもアルバイト料を支払っ
て専属の若手のインストラクターを雇ってまで集
中的に練習されたのでこれまた瞬く間に上達され、
00年（平成12年）からは毎年少なくとも2本以
上の論文を続々と生み出していった。「インサイ
ダー取引規制の展開と現状」「インサイダー取引
規制の検討一日本商事株式事件を中心として」
（以上、00年）、「内部者取引と民事責任一アメリ
カ法を中心として」「アメリカにおける社会的責
任投資の動向」（以上、01年）、「コーポレート・
ガバナンスと社外取締役制度」「企業の社会的責
任とコーポレート・ガバナンス」　（以上、02年）
などがこの時期の作品であり、『短大紀要』『社研
紀要』『法律論叢』などに掲載されている。われ
らが敬愛する松浦教授が、周囲の喧騒をよそに自
然の豊かな環境の中で十分に癒されながら体力回
復に専念し、ここに完全復活を遂げたのである。
私は昔見たフォードの自動車工場の写真を思い出
し、情報機器の配列とその生産力に驚嘆して、あ
る時思わずも教授に、「松浦工房でご精励ですね。」
とか「この研究室はさながら『松浦ファクトリー』
ですね。」と羨望と皮肉交じりで申し上げたが、
論文制作の合間には時々パソコンゲームなども結
構楽しまれていたようで、「論文製作などを楽し
くやるためには時に余禄があってもいいでしょう。」
と、あくまでも悠揚迫らぬ風情を漂わせておられ
た。その後も、この研究室からは、「ビジネスと
法一情報コミュニケーション学的アプローチ」
「判例研究：ニッポン放送新株予約権発行差止保
全抗告事件高裁決定」「敵対的企業買収と司法判
断」「敵対的買収と企業価値」（03年～07年、
『短大紀要』『法律論叢』『情報コミュニケーショ
ン学研究』等に掲載）などの作品が生み出されて
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いった。
　次に、大学の学部運営等へのご貢献について触
れなければならない。
　教授は、短期大学の教員時代には学生相談員や
学生部委員を一通り勤められた後、03年（平成
15年）4月から短期大学閉学（07年（平成19
年）11月）を迎えるという大変重要な時期に当
たって教務主任という激職を無事に勤められ、短
期大学に在籍する学生全員を希望通りに卒業させ
ると共に、閉学記念式典などの種々の行事の実施
に大活躍された。
　また、新設学部である情報コミュニケーション
学部では、上記の短期大学の役職とほとんど兼職
であったが、発足直後の不安定な時期に当たる0
4年（平成16年）10月から学部完成を迎える0
8年（平成20年）3月31日までは主として和泉
校舎での教育を所管する一般教育主任を、1期生
を無事卒業させていわば第2サイクルに入った0
8年（平成20年）4月からは体調を崩されて辞
職された同年7月31日までは教務主任の激職を
歴任されてこられた。私は設立の経緯から初代の
学部長を引き受けることになったが、文部科学大
臣の認可を受けた電話帳のように分厚い認可申請
書そのものはいわば「青写真」に過ぎず、実際に
学生が入学し授業が開始されると、色々と大小の
不具合が生ずることが避け難い。しかしこの時期
の役職者の先生にはいずれも創設者の心意気が濃っ
ておられて、これらの問題に迅速かっ適切に対応
して下さり大いに助けて頂いたが、教授は年齢的
にも経験の厚みにおいてもいわばご意見番的存在
であった。
　ところで、教授は、情報コミュニケーション学
部創設前の準備段階に当たって次に記すように特
筆すべきご貢献をされている。
　当時の明治大学における新学部や新学科設置手
続きの基本は、各学部や学科（短期大学を含む。
以下同じ）内からの提案を受けて明治大学長の下
で「学長案」として原案が纏められ、この「学長
案」を個別学部の審議にかけて全学部の承認を経
た後に原則として全教員を構成員とする連合教授
会で承認されて始めて具体的なカリキュラムの検
討や人事案件が動き出すシステムとなっていた。
当時の山田雄一明治大学長の下で纏められた「学
長案」は、学部審議では幸いなことに法学部から
経営学に至る全7学部の承認が逸早く得られたが、
短期大学では01年3月9日の最初の審議から5
月11日まで合計5回の審議を繰り返し、5月25
日の第6回審議に至って漸く記名投票の末に若干
の反対者を残し特別議決により承認された。「難
産」であったと言わなければならない。
　ところで、半世紀近くも新学部設置できなかっ
た明治大学は、92年度入試で過去最高の全国第
3位の10万余名の志願者数を記録して以来長期
低落傾向に陥り、原案承認の2年前の99年度入
試の志願者数は92年度入試のおよそ半分の約6
万6千人にまで落ち込んで全国第6位まで後退を
余儀なくされていたのであり、新学部の設置が焦
眉の急であった。
　さて、こうして全学部の承認を受けて、01年
7月14日の連合教授会において「情報コミュニ
ケーション学部の設置にっいて」　（学長案）と
「短期大学の廃止にっいて」が満場一致で承認さ
れ、早速にも大学長を委員長、短期大学長（筆者）
を副委員長とする「情報コミュニケーション学部
設立教学委員会」が設置され、教員組織の整備と
カリキュラム編成の具体化に向けた審議が開始さ
れた。
　短期大学長を含む短大の5名の役職者全員がこ
の全学委員会の委員となったが、私にはこれまで
のこうした課題の取り組みが比較的少数の特定の
教員によってなされてましたことに大いに懸念が
あったことから短大学長就任時に「情報の公開と
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決定過程への参加」を短大運営の基本方針として
掲げており、早速これを実行に移す好機が到来し
たように思えた。そこで、全学的な委員会に対応
した委員会を短大内に立ち上げ、出来るだけ多く
の教員に参加してもらって情報の共有を図ること
を目指したのである。「短期大学内情報コミュニ
ケーション学部設立教学委員会」という長ったら
しい委員会の発足である。問題は何方にその委員
長をお引き受け頂くかである。
　故松浦教授は、先に述べたような長期の体調不
良が災いして当時の職格は未だ専任助教授であり、
学長原案が纏められる過程ではほとんど関与して
こなかった経緯もあって、おそらく誰一人として
教授が適任者とは予想しなかったのではないかと
推測する。しかし私は、迷うことなく故松浦教授
に委員長就任を要請した。分け隔てなく人と接す
ることのできる能力、寛容で、バランス感覚にも
優れた才能、忍耐力など、纏め役としての教授の
リーダーシップに期待したのである。松浦教授が
委員長席に座ったことにより安心して委員を引き
受けられた教員もいたのではないかとわが意を得
た気もしたが、最終的に法、経、一般のバランス
に配慮した松浦委員長を含む9名の委員会が発足
した。これで、新学部設置に賛成して移籍すると
予想される若手・中堅の主要教員が全学と短大内
いずれかの委員会に参加する体制が整ったのであ
る。同委員会は、記録によると、01年7月31日
に第1回の委員会を開催し夏期休暇中の4回の開
催を含めて02年4月12日までに合計13回の委
員会を開催している。また、委員会に提案する原
案作成のための作業部会は、8月8日を皮切りに
02年4月4日までに合計16回に及んでいる。こ
の委員会は、名称が長すぎたからではなく、強力
にその指導性を発揮されたことから何時しか「松
浦委員会」と呼ばれるようになり、全学委員会に
常に先行して案を纏めてきたこともあって遂にご
の「松浦委員会」の纏めた案が全学委員会で検討
する「原案」として採用されるに至ったのである。
このように見てくると、この情報コミュニケーショ
ン学部創設の前後にわたる故松浦教授の余人をもっ
て代えがたいご貢献振りが深くご理解頂けるもの
と思われる。
　さて、04年4月の創設後、幸いにも、この学部
の1期生の卒業時（08年3月）の就職率は文理系を
含あて全学部第1位を記録するとともに、ほぼ毎
年志願者を増やし続けてきた一般入試では、09年
度に過去最高の9，108名の志願者に恵まれるなど
順調に発展してきている。こうした現状を見るに
っけ、故松浦教授にはこの情報コミュニケーショ
ン学部の重要な生みの親・育ての親のお一人とし
て、喜びを共に分かち合いながら、名実共に最年
長者のご意見番として引き続いてのご活躍が期待
されていたのであるが、もはやこの願いも叶わぬ
冥界に旅立たれてしまわれたのである。
　故松浦教授には、短期大学法律科における先輩
教授としての公私にわたる長いご友誼と、この情
報コミュニケーション学部創立前後から今日まで
の献身的なご協力に対して衷心から厚く感謝申し
上げ、そのご功績の一端をここに記してご冥福を
お祈りする次第である。
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